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 同軸ケーブルを用いて情報伝送を行う場合，おおよそ 1 dB/km の減衰量となり，3 km の伝
送距離で信号電力が半分（3 dB）となる．また，電波の減衰量は距離の 2 乗に比例して大きく
なり，数十 cm 程度で信号電力が半分となる．一方，1550 nm 帯域で使用されるシングルモー
ド光ファイバの伝送損失は一般的に 0.2 dB/km 以下であり[3-5]，光強度が半分（3 dB）減衰
する伝送距離は 15 km となる．つまり，電波や同軸ケーブルを用いた電気通信に比べて優れ
た伝送性能を有することとなる．また，通信局間の中継網など 40 km 以上の長距離を情報伝
2 
 
送する場合，光通信と同軸ケーブルを用いた電気通信の信号強度はそれぞれ 1/6 以下と 1/1000
以下となり光ファイバを用いた光通信が優位であるのが明らかである． 
 
（II） 広い周波数範囲  
 電気通信及び光通信も共に電磁波を用いて，データ情報を含む周波数を高い周波数の電磁
波に重畳させることで情報を伝送する．データ情報を載せるための高周波の電磁波を搬送波
という．図 1.1 に電磁波の用途を示す[6]．携帯電話やラジオでは 10 GHz 以下の搬送波周波数












 一般的な光ファイバは髪の毛のように細く，直径 125 µm，コアの部分は 10～50 µm で，被
覆を含めても 250 µm 程度である[7]． これは同軸ケーブルと比較して，約 1/30 の細さである．
また，重さも 1/10 程度と軽量である．したがって，従来と同程度の重さでケーブル内の光フ




の登場によってアクセス系光通信（FTTH :Fiber To The Home）の加入者数は 2013 年度末で 2,535
万人を達し，一貫して純増している（図 1.2）[8, 9]．2004 年度末の契約者数の約 289 万契約に対







図 1.1  光と電波の周波数帯域 
図 1.2  FTTH 契約数の推移 
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 アクセス系光通信は加入者宅に設置している加入者側終端装置（ONU: Optical Network Unit）
から通信局に設置した局内終端装置（OLT: Optical Line Terminal）を結ぶアクセス系光媒体網に
よって提供される．図 1.3 にアクセス系光媒体網の構成を示す[10]．OLT 等の伝送装置類や光試










ケーブルを引きこみ ONU へと接続する．通信局と加入者宅までの距離は 7 km 以下が 99％であ
る[11]． 
 




（I） SS 方式 
 通信局と加入者の間を OLT と ONU や MC（Media Converter）で 1 芯または 2 芯方式の光フ





（II） ADS 方式 
 加入者宅側に光信号を電気信号に変換する機能を持つ RT: Remote Terminal を設置し，通信








（III） PDS 方式 
 通信局内の OLT と加入者宅に設置している ONU の間に電源不要な光スプリッタを設置し，
OLT から光スプリッタまでの光ファイバを複数の加入者で共有し 1 対多接続を可能にする網
構成を PDS（パッシブダブルスター）方式という．別名「PON」（Passive Optical Network）と
呼ばれている．この方式は，設備構築費用を大幅に抑えることができ，一般ユーザに広く利







図 1.5 に NTT 東西の人員推移を図 1.6 に NTT 東西グループ会社の年齢構成を示す[13]．図から








図 1.3  アクセス系光媒体網の構成 
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図 1.5  NTT 東西の人員推移 
図 1.6  NTT 東西グループ会社の年齢構成 


















 ・光設備 DB の登録情報と実際の光設備情報の不一致． 
 
 線路計測業務は光媒体の故障発生時，通信局内に設置している OTM（Optical Testing Module）












 光媒体網の故障点特定の精度は， OTDR の損失点と設備 DB，地図情報の照合精度に依存す
る．OTDR 波形と設備 DB が不一致で照合が困難な例を図 1.10 に示す．図内上部に OTDR 波形




















図 1.7  光媒体網の保守運用業務の例 
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述べる．第 4 章では，光計測試験によって光ファイバネットワークを構築する光設備の自動 DB
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 第 2 章では，コヒーレント光周波数領域反射測定法（C-OFDR: Coherent Optical Frequency 
Domain Reflectometry）を用いた高分解能線路計測技術について述べる．まずは C-OFDR 法の測






2.2.1 高分解能線路計測技術 －C-OFDR 法－ 
 








 C-OFDR の基本原理について述べる．図 2.1 に C-OFDR の基本構成とレーザ光周波数の掃引波
形を示す．光周波数を時間ݐに対して直線的に周波数掃引されたレーザ光Eሺݐሻを， 





 レーザ光Eሺݐሻは参照光と試験光に分岐され，試験光は被測定光ファイバ（FUT: Fiber Under Test）
に入射する．遅延時間߬として，FUT 長手方向で後方散乱された反射光Eሺݐ െ ߬ሻは参照光とヘテ
ロダイン検波することで後方散乱光と参照光のビート（差周波）信号ܫఛሺݐሻとなる， 





݂ሺ߬ሻ ൌ න݁௝ሼଶగ௚ఛ௧ାఏሺ௧ሻିఏሺ௧ିఛሻା஼ሽ ∙ ݁ି௝ଶగ௙௧݀ݐ
















図 2.1  C-OFDR の基本構成とレーザ光周波数の掃引波形 
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が線形）であることが前提となる．ここで，݃ ൌ ∆ܨ/ ௦ܶ௪௣であることから，式（2.6）は以下に変
形できる， 








ߠሺݐሻ െ ߠሺݐ െ ߬ሻ ് 0）でビート周波数が拡がり，距離分解能が劣化する（図 2.2）． C-OFDR 測定
を行い，位相雑音の挙動を調べた結果を図 2.3 に示す．用いた半導体レーザのコヒーレンス長











図 2.2  スペクトル密度と位相雑音 




分解能かつ長距離測定が可能な位相雑音補償（PNC: Phase-Noise Compensated）OFDR 法が報告
されている[11]．この方法は被測定光ファイバと別系統で光ファイバを参照干渉計として準備し，
最適な補償点は参照干渉計の伝搬遅延量の整数倍となる条件の下，演算処理によって位相雑音の
項のみを抽出して補償している．図 2.4(a), (b)に PNC-OFDR 波形及び C-OFDR 波形をそれぞれ示
す．図 2.4 (c)，(d)は 2 km 地点の光コネクタ開放端の反射波形を示している．結果より，位相雑

















 一般的なレーザ線幅測定法として自己遅延ヘテロダイン法（DSHM：Delay Self-Heterodyne 







(2) SN 比が十分高い． （SN：Signal to Noise ） 
 
(3) 遅延ファイバの伝搬遅延量がレーザ光のコヒーレンス時間より十分長い．  
 
 前提条件（1）と（2）に関して， C-OFDR で一般的に利用される半導体レーザやファイバー
レーザのビートスペクトル形状はローレンツ型に限らずガウシアン型においても推定できる











 近年，独立した 2 つのレーザ電界のビート信号からレーザスペクトルを解析する技術も提案さ
















2.3.1 レーザのコヒーレンス度 ࢽの定義 
 






׬ܽሺݐሻܽሺݐ െ ߬ሻ݀ݐで表し，コヒーレンス度 ߛと等しいと定義する， 
ߛሺ߬ሻ ≡ නܽሺݐሻܽ∗ሺݐ െ ߬ሻ݀ݐ ． （2.8）
ここで，ܽሺݐሻ ൌ ݁௝ఏሺ௧ሻ，ܽሺݐ െ ߬ሻ ൌ ݁௝ఏሺ௧ିఛሻ，ߠሺݐሻ：レーザ光の位相雑音，*：複素共役である．ま
た，コヒーレンス度の性質は以下のとおりである[19]， 
ߛሺ0ሻ ൌ 1及び|ߛሺ߬ሻ| ൑ 1 ． （2.9）
つまり，遅延時間が”0”付近では，レーザの位相雑音は生じていないため干渉縞の強度が高く，







図 2.6  Michelson 干渉計によるコヒーレンス度測定 
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2.3.2 光強度相関解析の基本原理 －|ߛ|4+1 の導出－ 
 
 測定系の基本構成を図 2.7 に示す．測定系は C-OFDR[1, 20]をベースとした．被測定レーザ
（LUT : Laser Under Test）から系へレーザ光（被測定光）を入射し，外部変調器によって周波数
を線形掃引し，掃引された被測定光を用いてレイリー後方散乱分布を測定した．ここで，仮に
E௤ሺݐሻを掃引時間 ௦ܶ௪௣の被測定光の電界強度とする（但し，q は光波の測定番号）．往復時間の遅
延点߬௜上で生じた後方散乱光E௤ሺݐ െ ߬௜ሻはプローブ光E௤ሺݐሻと合波し，ビート信号E௤ሺݐሻE௤∗ሺݐ െ ߬௜ሻと
なる．その結果，式（2.3）より反射分布がビート信号の強度スペクトルから以下のように得ら
れる， 
௤݂ሺ߬௜ሻ ൌ නܽ௤ሺݐሻܽ௤∗ሺݐ െ ߬௜ሻ݁௝ଶగሺ௚ఛ೔ି௙ሻ௧ ݀ݐ ． （2.10）
（但し，߬௜はスペクトル中心からの時間，݃は周波数掃引速度 [Hz/s]，݂は周波数 [Hz]，
ܽ௤ሺݐሻ ൌ ݁௝ఏ೜ሺ௧ሻ及びܽ௤ሺݐሻ ൌ ݁௝ఏ೜ሺ௧ିఛሻは測定 q の位相雑音）   
ここで，信号がエルゴード性を有するとすれば，時間平均とアンサンブル平均は等しくなり，コ
ヒーレンス度は式（2.8）を変形し次式のように定義する， 
ߛሺ߬ሻ ≡ ܽ௤ሺݐሻܽ௤∗ሺݐ െ ߬௜ሻ ， （2.11）
ここで
―
はアンサンブル平均を示す．レイリー散乱の 1 次元モデルに従って，特定の遅延点 
で観測された後方散乱光強度 ௤ܲሺ߬ሻは散乱中心の様々な反射の合計となる[19]: 







݂ݍሺ߬݅ሻの DC 成分はܽݍሺݐሻܽݍ∗ሺݐ െ ߬݅ሻの時間平均であるので，エルゴード性を有する信号である
仮定のもと,それはアンサンブル平均ܽݍሺݐሻܽݍ∗ሺݐ െ ߬݅ሻതതതതതതതതതതതതതതതതതതത (≡ߛሺ߬ሻ)と等しくなる．したがって，݂ݍሺ߬݅ሻは
相関部と無相関部に分けることができる， 













  	 ൌ 1ܰ෍෍൫ ߛ ൅ ݊௤,௜൯൫ ߛ







同様に，s 回目に測定した異なる後方散乱光強度 ௦ܲሺ߬ሻも得て，2 つの測定波形の間の相関を解析
する．ここで，݊௤,௜のランダム性から݊௤,௜ ൌ 0と想定し，݊௤,௜と݊௦,௜ (q  s)及びݎ௜とݎ௝ (i  j)は統計的
に互いに独立と仮定するとクロネッカーのデルタ関数を用いて以下の式が成り立つ． 
݊௔,௜݊௕,௜∗ ≅ ߜ௔௕݊ଶതതത ， （2.15）
ݎ௔ݎ௕∗തതതതത ൌ ߜ௔௕ݎଶതതത ， （2.16）
但し， 
ߜ௔௕ ൌ 	 ൜10
ሺܽ ൌ ܾሻ
ሺܽ ് ܾሻ ．  
上記式を用いて，2 つの測定波形（ ௤ܲሺ߬ሻと ௦ܲሺ߬ሻ）の間の相関は以下のように表せる． 
ܲݍሺ߬ሻ ∙ ܲݏሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതതത	
     ൌ 1ܰଶ෍෍෍෍൫	ߛ ൅ ݊௤,௜൯൫	ߛ∗ ൅ ݊௤,௝
∗ ൯൫	ߛ ൅ ݊௦,௞൯൫	ߛ∗ ൅ ݊௦,௟∗ ൯ݎ௜ݎ௝∗ݎ௞ݎ௟∗
௟௞௝௜
	
     ൌ ሺ2ߛߛ	ߛ∗	ߛ∗ ൅ 2ߛ	ߛ∗݊	݊∗തതതതതത ൅ ሺ݊	݊∗തതതതതതሻଶሻݎଶതതതݎଶതതത	
     ൌ ሺߛସ ൅ 1ሻݎଶതതതݎଶതതത 
（2.17）
（但し，ߛ2 ൅ ݊2ഥ ൌ 1（エネルギー保存則）） 




ܲݍሺ߬ሻതതതതതതതത ∙ ܲݏሺ߬ሻതതതതതതതത ൌ |	ߛሺ߬ሻ|







図 2.7  コヒーレンス度測定の基本構成（C-OFDR 系） 
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 光電界相関解析によるコヒーレンス度の導出について 2.3.2.1 と同様に図 2.7 を用いて述べる．
被測定レーザ（LUT）から出射されたレーザ光は C-OFDR の光源として用いられ，光ファイバ
中の散乱点までの往復時間もしくは距離の関数として光ファイバ中のレイリー後方散乱光とし
て観測される．光ファイバは単一モード光ファイバ（SMF: Single Mode Fiber）を用いた LUT の
直線周波数掃引は外部単側波帯（SSB）変調器の変調側波帯の掃引で行った．ここで，変調光






















݁௤ሺ߬ሻ݁௦∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതത ൌ ݁௝൫ఠ೜ିఠೞ൯ఛ ∙ | ߛሺ߬ሻ|ଶ ， （2.20）
となり，2 回の測定の中心周波数が同じであれば，݁௤ሺ߬ሻ݁௦∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതは実数となることがわかる． 
 
 ここで，式（2.8）から ߛሺ߬ሻ ≡ ׬ܽ௤,௦ሺݐሻܽ௤,௦∗ ሺݐ െ ߬ሻ ݀ݐがコヒーレンス度であるので，式（2.20）
からコヒーレンス度の長さの二乗を求めることができる． 
 光強度の相関は式（2.18）から， 












 被測定レーザとして中心波長 1.55 m の 2 種類の半導体レーザを用意した（表 2.1）．LUT(I)
は NEL（NLK1C6DAAA），LUT(II)は Rio（RIO0194-1-01-1）である．事前に 80 km の DSHM を
用いてスぺクトルの半値半幅（HWHM: Half Width at Half Maximum）を推定した（結果は表 2.1
に記載）． 
 図 2.8 に用いた実験系を示す．周波数掃引部は単側波帯（SSB）変調器（住友大阪セメント社
製）及び周波数掃引 RF シンセサイザ（Agilent E8257D）を用いて掃引した[30]．周波数掃引 RF
シンセサイザから 5.5 GHz から 6.5 GHz にランプ掃引して出力された信号は 3 つの周波数逓倍器
を用いて高周波（44 GHz – 52 GHz）の信号となり，40 GHz の局発信号とミキシングすることで
周波数掃引幅を 8 GHz まで拡大した．周波数掃引幅の拡大は高分解能な反射計測を可能にし，
式(2.7)から距離分解能は 12.5 mm となる（時間に換算すると 0.125 ns）．掃引時間をそれぞれ 16
及び 64 ms と設定することで周波数掃引速度は 500 GHz/s 及び 125 GHz/s を使用した．SSB 変調
器にて変調された被測定光のスペクトルの+1 次の側波帯と他の側波帯との抑圧比はおよそ 20 




成分毎に信号検出することで無視できる．後方散乱光はバランス光検出器（New Focus TM 




 ௤ܲሺ߬ሻ及び ௦ܲሺ߬ሻの後方散乱光強度分布を図 2.9 に示す．グラフはコヒーレンス時間以内と以遠
の 2 つの遅延範囲を示している．グラフの縦軸は線形で表示しており，プロット間隔は 125 ps
である．図 2.9 (a)が示すように，コヒーレンス時間以内において ௤ܲሺ߬ሻと ௦ܲሺ߬ሻの後方散乱光強度





 これらのスペックル強度揺らぎから遅延周辺の ௤ܲሺ߬ሻと ௦ܲሺ߬ሻの信号データを 125 ns 区間ごと
に 1000 ポイント抽出し，相互相関を計算した．結果を図 2.10 に示す．図から， ௤ܲሺ߬ሻと ௦ܲሺ߬ሻの
相関値は 1 と 2 の間でプロットされているのがわかる．これはコヒーレンス度が 0≦|ߛሺ߬ሻ|≦1
であることを考えると，式（2.18）の右辺は 1≦|ߛሺ߬ሻ|ସ+1≦2 となり整合する．次に，|ߛሺ߬ሻ|ସ+1
から|ߛሺ߬ሻ|を算出した．|ߛሺ߬ሻ|は 100 回加算平均した．この結果を図 2.11 に示す．図 2.11 (a)及び
(b)はそれぞれ T= 16 ms と T= 64 ms の結果である． 2 つのグラフの間には明確な相違は見られな
い．計測した|ߛሺ߬ሻ|はが増加するにつれて従い単調に減少し，|ߛሺ߬ሻ|  1/e の時のはコヒーレン
ス時間を示唆している．この結果は LUT (II)は LUT (I)よりもコヒーレンス時間が長いことを示















3 dB width of
beat spectra ()*
* Measured by delayed self-heterodyne










































図 2.9  C-OFDR 測定結果(Rio LD) 
(a)コヒーレンス時間以内, (b)コヒーレンス時間以遠 






















 図 2.12 に図 2.11 (a)中の|ߛሺ߬ሻ|のフーリエ変換スペクトルを示す．もしパワースペクトル密度
が対称形状であるとすれば，図 2.12 (a)と(b)中のパワースペクトル密度の半値半幅（HWHM: Half 
Width at Half Maximum）はガウシアンフィッティングの後 260 kHz 及び 58 kHz となる．LUT (I)
のスペクトル幅はガウシアン形状を仮定した DSHM 結果と実験的に良く一致する．一方で，LUT 
(II)において，約 1.5 倍の差異が見られる．値の不一致として考えられる要因として，16 ~ 64 ms 












 本目では，被測定レーザ（LUT）として波長 1.55 m の 2 つのファイバーレーザと 1 つの半導
体レーザを用意した．LUT#1 は NKT Photonics 社製 Koheras E15，LUT#2 は Orbits 社製 Lightwave 
Ethernal，LUT#3 は 2.3.4.1 の LUT(II)で用いた RIO PLANEX（RIO0194-1-01-1）を比較のため評






波数掃引幅の逆数∆߬ ൌ 1 ∆ܨൗ に制限される．サンプル数ܰを用いると相関を得られる範囲はܰ∆߬




 LUT の出力強度は概ね 10 dBm とした．SSB 変調器による損失は約-19 dB であり，光増幅器は
SMF への入射端にて約 6 dBm の光強度を得るために用いた．C-OFDR の SN 比は 40 km 地点に
ておよそ 25 dB である． 
 
 測定は毎回 0.2 秒で実施し，取得したスペックルパターンの連続した 1 組は相関解析にて用い
られる．散乱光の X と Y 偏波は偏波ダイバーシティにて取得され，スペックル相関はジョーン
ズベクトルの内積を用いて解析された， 
Ԧ݁௤ሺ߬ሻ ∙ Ԧ݁௦∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതത ൌ ݁௤ሺ௫ሻሺ߬ሻ݁௦ሺ௫ሻ∗ሺ߬ሻ௤ ൅ ݁௤ሺ௬ሻሺ߬ሻ݁௦ሺ௬ሻ∗ሺ߬ሻ௤തതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതത ． （2.24）
 実験的に 3 つの LUT を検証した．図 2.13 にレーザの想定したコヒーレンス時間߬௖よりも短い
遅延と長い遅延箇所にて観測した反射スペックルの例を示す．利用した SMF は非偏波保持タイ
プであり，偏波ダイバーシティは偏波ビームスプリッタを用いて構成した．散乱光の強度プロッ
トは X 及び Y 偏波の平方和とする．1 回目（q-th）測定の結果を青実線で示し，赤破線は同じ
LUT にて連続で行った 2 回目（s-th）測定を示す．図中に示す通り，߬ ൏ ߬௖の時，݁௤ሺ߬ሻと݁௦ሺ߬ሻの
強度及び位相の揺らぎは一致していることがわかる（図 2.13 左列）．一方で，߬ ൐ ߬௖の時，相関









る（図 2.14 (b)），ここで絶対値は DOC の二乗を示す． 3 つの同様の条件下で測定した結果を
LUT#1（黄緑及び青，茶）及び LUT#2（赤及び緑，紫）についてプロットした．LUT#3 の結果
は図 2.14 (c)にプロットした（スケールを拡大して示す）．これらの DOC 曲線は遅延に比例して






2.15 に描く．測定は 0.2 s 毎に行われ，連続したスペックルグラフはそれらの相関を検証した．
測定を通して同一の LUT に関する観測されたスペクトルの偏差は重大ではないとわかる．
LUT#1 から LUT#3 における半値全幅（FWHM: Full-Widths at Half-Maximum）は各々約 6 




図 2.13 コヒーレンス時間以内及び以遠における C-OFDR 波形（FUT#1） 




図 2.14  (a) 3 つの LUT における相関結果݁௤ሺ߬ሻ݁௦∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതの実部及び虚部．1 つの相






図 2.15  測定された LUT のスペクトルプロファイル．パワースペクトル密度は図











 次に，LUT#1 を計測したスペックル݁௤ሺ߬ሻと݁௦ሺ߬ሻを式（2.20）の通りに解析し，位相項ሺ߱௤ െ ߱௦ሻτ
を求めた（図 2.17）．位相項ሺ߱௤ െ ߱௦ሻτは遅延時間に対して線形に変化していることがわかる．
これは，݁௤ሺ߬ሻと݁௦ሺ߬ሻでレーザの中心周波数が異なることを示している．ここで，ሺ߱௤ െ ߱௦ሻτが
2変化する時の遅延時間からレーザの中心周波数の変化量を求めると約 50 kHz となる．したが












図 2.16  異なる掃引時間で観測したコヒーレンス度の長さの二乗 









フタ（AOFS: Acousto-Optical Frequency Shifter）によって∆߱଴だけ周波数シフトされた．2 つのビ
ームはコンスタレーションダイアグラムを作り出すため 90°ハイブリッドにて合波された．変
調周波数及びレーザの線形ドリフトの影響は信号処理によって除去した後，遅延量 0 及び ~25，
~50，~100， ~200 s の固定遅延の位相分散σሺ߬ሻଶを評価した．DOC は下記式によって推定され
る， 
|ߛሺ߬ሻ|ଶ ൌ ݁ି஢ሺఛሻమ ． （2.25）
 0 及び ~25，~50，~100， ~200 s の遅延量における位相誤差分散を取得することで図 2.14 (b)
の赤色及び灰色のバー内に指し示す通り LUT#1 及び LUT#2 の DOC の解析を可能とした．集録
時間は 64 ms である．結果より，スペックル相関解析にて得られた結果とよく一致していること
が明白である．これより，提案手法は kHz 線幅レーザの DOC を明確に測定できるといえる． 
 
2.3.4.4 SMF の機械的振動の影響 
 
 ここではコヒーレンス度の過小評価に繋がる SMF の機械的振動の影響について述べる． 防音
箱内に設置した同一の 40 km ファイバ長（遅延量：~200 s）の SMF の機械的振動に起因した位
相分散を検証した（図 2.19）．音響計を用いて測定した音圧密度の強度は防音箱外ではおおよそ
58 dB（16 mPa），防音箱内では 54 dB（10 mPa）であった．コンスタレーションの広がりは LUT
の位相揺らぎによって生じたものより十分小さいことがわかる．同じ 40 km ファイバ長（遅延
量：~200 s）の SMF は干渉計の両方のファイバに割り入れられ，2 つの SMF の振動は非相関と
仮定の下，一つの SMF に生じた分散は~ 0.1 rad2と推定される．これは |ߛሺ߬ሻ|ଶ ≅ 0.95に相当す






図 2.18  固定遅延量を付与したマッハツェンダー干渉計をベースとした一般的な
参照実験．（a）音響光学周波数シフタ(AOFS)により AC 結合光検出器の利用が
可能．固定的な周波数成分は信号処理にて除去．（b） LUT#1 の遅延量 0 及び 
~25，~50，~100， ~200 s の固定遅延における位相雑音の自己相関の取得か





図 2.19  SMF の機械的振動の影響を検証する実験系．（a）干渉計の両パスに


















 外部周波数掃引を適用した C-OFDR システムを図 2.20 に示す．被測定レーザ（LUT）から放
出されたレーザ光は一般的な位相変調器に入力する．位相変調器は周波数掃引速度േ݃にて線形




ܫሺାሻሺ߬ሻ ൌ ݁௝൛ଶగ௚ఛ௧ାఏሺ௧ሻିఏሺ௧ିఛሻାఠబ௧ିగ௚ఛమൟ ൅ ܥ. ܥ. ． （2.26）
ここで，߱଴は中心周波数，ߠሺݐሻは時間ݐにおける位相雑音のランダム変動である．ܥ. ܥ.は第 1 項
の複素共役である． 
 
 同様に，光キャリアの-1 次側波帯のビート信号は下記通りに発生する． 
ܫሺିሻሺ߬ሻ ൌ ݁௝൛ିଶగ௚ఛ௧ାఏሺ௧ሻିఏሺ௧ିఛሻାఠబ௧ାగ௚ఛమൟ ൅ ܥ. ܥ. ． （2.27）





ܨൣܫሺାሻሺ߬ሻ ൅ ܫሺିሻሺ߬ሻ൧ ， （2.28）
ここで，ܨはフーリエ変換を意味する． 
 
 DOC を評価するため，2 回(q-th と s -th)測定を実施し，2 つのスペックル分布を取得する．
SSB 変調器を用いた従来の C-OFDR 構成では，式（2.20）に示した通り 2 つのスペックルパタ
ーンの相関݁௤ሺ߬ሻと݁௦ሺ߬ሻは DOC の長さの二乗に等しい， 
݁௤ሺାሻሺ߬ሻ݁௦ሺାሻ∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതതതതത ൌ නܨൣܫ௤ሺାሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺାሻ∗ሺ߬ሻ൧ ݀߬	
 ൌ |ߛሺ߬ሻ|ଶ݁௝∆ఠబఛ 
． （2.29）
ここで， ഥはアンサンブル平均を示し，∆߱଴は q 回と s 回の測定における中心角周波数の差




ൌ නቄܨൣܫ௤ሺାሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺାሻ∗ሺ߬ሻ൧ ൅ ܨൣܫ௤ሺାሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺିሻ∗ሺ߬ሻ൧	
൅ܨൣܫ௤ሺିሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺାሻ∗ሺ߬ሻ൧ ൅ ܨൣܫ௤ሺିሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺିሻ∗ሺ߬ሻ൧ቅ݀߬ 
． （2.30）
また，簡単な数学により， 
නܨൣܫ௤ሺାሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺାሻ∗ሺ߬ሻ൧ ݀߬ ൌ |ߛሺ߬ሻ|ଶ݁௝∆ఠబఛ ，  
නܨൣܫ௤ሺିሻሺ߬ሻ൧ܨሾܫሺ߬ሻሿ ݀߬ ൌ |ߛሺ߬ሻ|ଶ݁ି௝∆ఠబఛ ，  
නܨൣܫ௤ሺାሻሺ߬ሻ൧ܨൣܫ௦ሺିሻ∗ሺ߬ሻ൧ ݀߬ ൌ 0 ，  
56 
 





݁௤ሺേሻሺ߬ሻ݁௦ሺേሻ∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതതതതത ൌ |ߛሺ߬ሻ|ଶ cos ∆߱଴߬ ሺൌ ܺሻ ． （2.31）
と書くことができる．これより，݁௤ሺേሻሺ߬ሻ݁௦ሺേሻ∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതതതതതは常に実数であり虚部は零とわかる． 
 
 次に，図 2.20 に示した 90°ハイブリットを用いることでߨ 2⁄ 異なるビート信号݀௤,௦ሺേሻሺ߬ሻを集録
し，直交経路からスペックル振幅݀௤ሺേሻሺ߬ሻと݀௦ሺേሻሺ߬ሻを観測する．これにより，݁௤ሺേሻሺ߬ሻと݀௦ሺേሻሺ߬ሻの
間の相関を試験し，以下を得る， 
݁௤ሺേሻሺ߬ሻ݀௦ሺേሻ∗ሺ߬ሻതതതതതതതതതതതതതതതതതതത ൌ |ߛሺ߬ሻ|ଶ sin ∆߱଴߬ ሺൌ ܻሻ ． （2.32）
この相関においても実数となり虚部は零となる．式（2.31）と式（2.32）から，下記式を得るこ
とができる， 
|ߛሺ߬ሻ|ଶ ൌ ඥܺଶ ൅ ܻଶ ． （2.33）












によるレーザ線幅への影響を調査した．被測定レーザ（LUT）として波長 1.55 m，出力 10 dBm
で動作したファイバーレーザ（NKT Photonics Koheras E15）を準備した（2.3.4 の LUT#1 と同
一）．C-OFDR システムは標準な両側波帯（DSB）変調器（住友大阪セメント社製 T.MXH 
1.5-10-ADC）を用いた直線周波数掃引と同相（ܫ）成分とܫと 90°位相が異なる直交（ܳ）成分
を検出するために利用した 90°ハイブリッド以外は 2.3.4 で利用した系と同じである．レーザ光
は位相変調器によって周波数掃引された後，上下の側波帯がともに光ファイバへ入射し，それら
の散乱光は一括して受信される．周波数掃引速度݃及び掃引時間ܶはそれぞれ 10 GHz/s と 0.08 
s である．位相変調器の挿入損失は 6 GHz にて~ -8 dB であった．これは 2.3.4 で利用した SSB
変調器より約 11 dB 低い値である（図 2.21）．変調された光の 40 kmSMF へ入力した光強度は光
増幅せずにおよそ-1 dBm だった．SMF は音響雑音を低減するため簡単な防音箱内に設置した．
音圧密度の振幅は実験室内の防音箱外で大体58 dB（16 mPa），防音箱内で大体54 dB（10 mPa）
であった．C-OFDR システムの参照光としてレーザ光を利用し，遅延τの関数として SMF 長手
方向の後方レイリー散乱光強度の実部を観測した．2 つの同一測定（q 回と s 回）は 0.2 s 毎に
実施した．2 つの測定における 1 つの DOC の長さの二乗|ߛሺ߬ሻ|ଶは式（2.31）から（2.33）を用
いて，遅延範囲におけるパターンのサンプル数は N=1000 として評価した． 
 





の変動は互いにߨ 2⁄ 位相が異なる一方で，理論で述べた通りに虚部に特徴的な値はみられない． 
 
 2 回のスペックル波形のレーザ中心周波数が同じ場合，この相関に含まれる揺らぎのパターン
は式（2.33）を用いて取り除くことが可能である．算出した DOC の長さの二乗を図 2.23 に示す．
青四角及び赤三角は光増幅有無の DOC の長さの二乗をプロットしている．光増幅器として











図 2.22  スペックルパターンの相関の実部及び虚部．(a) ࢋࢗሺାሻሺ࣎ሻとࢋ࢙ሺାሻሺ࣎ሻの相




図 2.23  光増幅有無における DOC の長さの二乗 
























ーレンス度が評価できる．DSB 変調器は SSB 変調器より挿入損失値が低減され，光増幅器の適
用無しでより簡易な系にて kHz レーザの評価が可能となった．加えて，kHz 線幅レーザのコヒ
ーレンス度評価では光増幅器の影響は重大ではないことが明らかになった． 
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空間光の光路長を調整する FSO（Free Space Optics）システムを用いた空間光学系方式[7-10]，
や光路長の異なる光ファイバを多段に接続し光スイッチで光路長を調整する光スイッチ方式
[11-13]が提案されている．FSO システムでは，光路長の調整に時間がかかること（光路長調整





て O/E（Optical /Electronic）もしくは E/O（Electronic / Optical）変換する．迂回光線路の光路長
を変えるために必要な遅延器は光トランシーバーによって受光された後の電気段にて固定遅延
素子（EDL: Electric Delay Line）を用いて遅延を制御する．EDL を用いて迂回光線路の伝搬遅延
量を可変することで調整速度（23.1 m/s [15]）を達成し，電気素子のため小型化が可能である．
しかし，1 つの遅延素子で可変できる遅延量は約 10 ns（光ファイバ長に換算すると約 2 m）と小
さい．1 km 相当の遅延量を調整するためには約 500 個程 EDL を準備する必要ある．それゆえ，
実用性を高めた効率的な遅延調整方式が求められる．本項では，約 487 m/sの調整速度を達成し，










 図 3.4 にリングメモリバッファを用いた遅延調整部（BDL: Buffer-type Delay Line）を示す．以
下に，BDL 型遅延量調整の原理を述べる．O/E 変換された通信光のデータ信号は BDL の物理メ
モリアドレスに一時的に格納され任意のアドレスからデータ信号を読み出す．読み込みアドレス
と書き込みアドレスの差がデータ信号に付与する遅延量となる．例えば，読み込みアドレスを 3
から 8 ビットに変えた場合，5 ビット分の遅延が信号に付与されたことになる．遅延量調整の操
作手順を図 3.5 に示す．遅延量の調整は BDL を二系統（0 系と 1 系）用意し[Step 1]，片系ずつ
遅延量をスイッチング間隔 ௦ܶ௪で少しずつ交互に可変しながら遅延量τを増加する [Step 2–Step 
4]．二系統の信号はマルチプレクサを通して論理和（OR）信号となり出力される．出力信号は
信号のクロック信号を回復する機能を持つ CDR（Clock Date Recovery）で信号品質が改善される．
これより，通信に影響を与えずに遅延量制御が可能となる． 
 
 上記手順の通りに 0 系と 1 系の間をスイッチング間隔 ௦ܶ௪=10 s 及び 250 s にて遅延調整し
た際の調整速度を評価した．遅延調整状態の信号のアイパターン（図 3.6）の目はよく開いてい
ることから CDR による通信品質が回復していることがわかる．光電変換された信号を FPGA 
（XILINX社製XC7K70T-1FBG676C）にて遅延量= 100 s（光ファイバに換算すると約 20 km）
を T = 52 ps 間隔で遅延量調整を行った．0 系と 1 系のスイッチング間隔 ௦ܶ௪は 10 s とした．こ
の条件にて，調整時間はおよそ 41.1 s であった．これから遅延調整速度が 487 m/s と算出され，






図 3.4  リングメモリバッファを用いた伝搬遅延量調整部（BDL） 




図 3.6   BDLs にて遅延調整された 1.25 Gbps 信号のアイパターン 
(a)	 ௦ܶ௪= 10 s，(b) ௦ܶ௪= 250 s． 
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3.2.2.2 通信品質評価（BER 測定） 
 
 迂回路で通信を行う際，信号は遅延調整部を中継する．遅延調整部の中継が信号の通信品質へ
与える影響を検証した．基本検証系の構成を図 3.7 に示す．BDL を用いた遅延調整部及び可変光
減衰器（VOA: variable optical attenuator）を伝送速度 1.25 Gbps の専用線イーサネットの伝送装置
（OLT 及び ONU）の間に挿入した．OLT 及び ONU からの信号は波長分割多重（WDM: Wavelength 
Division Multiplex）フィルタにて ONU 上り信号（波長：1.31 m）と OLT 下り信号（波長：1.49 
m）に分波される．分波された光信号は光トランシーバー（SFP: Small Form-Factor Pluggable）
で電気信号に変換された後，FPGA（Xilinx XC7K70T-2FBG676C）をベースとしたリングバッフ
ァメモリにデータ信号が格納され，遅延量が調整される．遅延調整後の電気信号は光トランシー
バーで光信号に戻される．このとき，信号二重化時のビート干渉低減のため波長を 20 nm シフ
トする．一方で，OLT と ONU 間に Spirent 社製 TestCenter [16]を設置し，負荷率 95 %，フレーム
サイズ 1518 バイトの固定長の負荷を OLT 下り信号に付与して ONU 前段に設置した光減衰器
（VOA）で ONU へ入力する光強度を可変し BER（Bit Error Rate）測定を行った．フレームデー
タ部に生成多項式（x23 + x18 + 1）を用いて， PRBS（疑似ランダム・ビット・シーケンス）を記
述した．検証では，光ファイバ 20 km 相当の遅延量である 0 ps から 100 s の遅延範囲を 52 ps
ステップで動的制御して評価した． 
 
 BDLs にて 100 s の遅延範囲において遅延量の増減を繰返した動的状態（○印）及び固定遅延
を付与して単純に遅延調整部を中継した静的状態（●印）の BER 測定結果を図 3.8 に示す．ス
イッチング間隔 ௦ܶ௪は 10 s に設定した．比較のため，OLT と ONU を光ファイバで接続した状
態の BER 測定結果を併せて示す（■印）．本実験において，動的及び静的状態ともに同じ受光
感度を示し，乖離は 0.1 dB より小さい．各測定によって取得した log(BER)s は受光パワーに比
例して線形にプロットされた．リファレンス結果と比較すると，遅延調整時の BDLs を通した




























図 3.7  BER 測定の検証系. Opt SW: 光スイッチ 






系方式や光スイッチ方式では光パルス試験器（OTDR: Optical Time Domain Reflectometry）を用い

















































それぞれ 2:8 及び 1:1 とした場合，伝送路損失：16 dB(20 km 伝送路のワーストケースを想定)，
通信局内光カプラの挿入損失：約 7 dB，加入者側光カプラの挿入損失：約 3 dB と想定され，合
計約 26 dB となる．一方で，試験光光源から遅延量調整部までの光損失量は通信局内光カプラの


















光光源～遅延差計測部：約 45 dB，試験光光源～遅延量調整部：約 35 dB）． 
 




試験光光源～遅延量調整部：約 19 dB）． 信号のパルスパターンは制御できないが試験光への適






























 ൌ σ௙௚σ௙ ∙ σ௚ 
ൌ ൫݂ሺݐሻ െ ݂ሺݐሻ
തതതതതത൯൫݃ሺݐ െ ߬ሻ െ ݃ሺݐ െ ߬ሻതതതതതതതതതതത൯തതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതത
ට൫݂ሺݐሻ െ ݂ሺݐሻതതതതതത൯ଶ ∙ ට൫݃ሺݐ െ ߬ሻ െ ݃ሺݐ െ ߬ሻതതതതതതതതതതത൯ଶ
 
． （3.1）
ここで，σ௙௚ ൌ ൫݂ሺݐሻ െ ݂ሺݐሻതതതതതത൯൫݃ሺݐ െ ߬ሻ െ ݃ሺݐ െ ߬ሻതതതതതതതതതതത൯തതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതതത, σ௙ ൌ ට൫݂ሺݐሻ െ ݂ሺݐሻതതതതതത൯ଶ,  
σ௚ ൌ ට൫݃ሺݐ െ ߬ሻ െ ݃ሺݐ െ ߬ሻതതതതതതതതതതത൯ଶ，であり，߬は遅延時間，ഥは時間平均を示す． 
 
 集録した݂ሺݐሻ及び	݃ሺݐ െ ߬ሻの振幅を-1 から 1 の間で正規化した場合，݂ሺݐሻതതതതതത ൌ ݃ሺݐ െ ߬ሻതതതതതതതതതതത ൌ 0，
σ௙ ൌ σ௚ ൌ 1となり，正規化された現用及び迂回線路信号を ே݂ሺݐሻ，݃ேሺݐሻとすると式(3.1)式は以下
となる， 








図 3.9  パルス相関解析を用いた伝搬遅延差計測系の基本構成 
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 実験系を図 3.10 に示す．試験光は伝送速度が 1.25 Gbps の波長 1310 nm の ONU 上り信号を用
いた．OLT と ONU 間の通信は通信負荷を制御できる Spirent 社製 TestCenter を用いて負荷率 95 %
以上に設定した．送信フレームサイズは 1518 バイトの固定長である．生成多項式（x23 + x18 + 1）
を用いて，フレームデータ部に PRBS（疑似ランダム・ビット・シーケンス）を記述した．受光
器は光トランシーバ（SFP：Small Form-Factor Pluggable）を採用した．SFP の最小受光感度及び
OLT からの光出力は各々-35 dBm と-5.2 dBm であり，ダイナミックレンジは 29.8 dB となる．し
たがって，ONU 上り信号を試験光として用いた場合の光損失量の最悪値（約 26 dB）を許容す
る．波長変換部では SFP を用いた O/E,E/O 変換にて 1310 nm の迂回線路信号を 1650 nm へ波長
変換している．O/E,E/O 変換に要する時間は約 5.125 ns である（使用温度 0℃~80℃間は一定）．
波長変換部において，一度光信号を電気信号に変換するので EDL または BDL を SFP 間に設置
することで遅延調整が可能である．ここでは電気遅延素子として可変域 約 20 ns（光ファイバ長 
約 4 m に相当），分解能 10 ps，信号帯域 1.5 GHz の半導体可変遅延素子（Micrel 社製 SY89295U）
の 2段接続を用いた[17]．可変域外の調整は光路長が既知である光ファイバにて調整を行う．1650 
nm に波長変換された迂回線路信号は通信局内光カプラにて 1310 nm の現用線路信号と合波し，
WDM カプラにて波長毎に信号を分波し光電変換される．光電変換された現用及び迂回線路信号
は二分岐され，一方は A/D 変換器（Tektronix 社製：DPO7104）で集録される．プロット点間隔
は 0.4 ns，集録データ数は 40000 である．集録された信号を用いて相関解析される． 
 
 A/D 変換器で集録された現用線路信号及び迂回線路信号を図 3.11 (a)に示す．測定は予め現用
及び迂回光線路の伝搬遅延を一致させた後，迂回光線路にシングルモード光ファイバ（SMF）を
割り入れ，遅延量を付与した．割り入れた SMF の長さは波長 1310 nm 光源の OTDR で計測した
ところ 989.552 m（4974.76 ns）である．そのため，迂回線路信号と比較して現用線路信号は遅れ
ている．これら信号の相関値を，式(3.2)を用いて計算した結果を図 3.11 (b)に示す．結果から，- 
8000 ~ 8000 ns の間において 1 を示す相関値は１つであり，通信負荷時において試験光のパルス
パターンのランダム性は十分であることがわかる．相関値 1（つまり，現用及び迂回光線路信号
のパルス列が一致）の時の遅延時間は- 4974.4 ns を示し，これは伝搬遅延差を示す．符号の正負
は現用光線路に対する迂回光線路の長短を意味する．遅延時間の符号が正の場合は現用光線路に
対して迂回光線路が長く，負の場合は短い．上記の場合は，現用光線路に対して迂回光線路は









図 3.11  粗計測：(a) 現用及び迂回線路信号, (b)相関結果 
86 
 
 図 3.12 は通信負荷を付与しない場合の ONU 上り信号を用いた相関結果である．無負荷時にお
いて OLT-ONU 間で定期的に流れている OAM フレーム（ETHER CC）を用いて測定した．OAM
フレームは 100 ms 以上の周期で散発に流れている．本実験で用いた A/D 変換器では 0.016 ms の
集録時間しかないことから，確実に OAM フレームを捕獲するためフレーム先頭情報（プリアン
ブル）を確認することでビットストリームを捕捉可能なフレームキャプチャ装置を A/D 変換器
の代わりに用いた．集録した信号は 20000 点であり， OAM フレームの先頭から 409.6 ns の区間
を ே݂ሺݐሻと定めて式(3.2)の通りに相関値を算出した．プロット点間隔は 0.8 ns である．結果から，









図 3.12  無負荷時の相関結果． 平均時間 409.6 ns． 
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数は増加する．例えば，100 ps 分解能で光路長 20 km 分の伝搬遅延差(0.1 ms)を計測する場合，










に応じて，伝搬遅延差に比例したパルス幅を U もしくは D 端子から出力する．出力された信号
からローパスフィルタを用いて直流成分を抽出し，得られた直流電圧差∆ ௎ܸି஽は伝搬遅延差を直
接反映する（図 3.14）．ここで，直流電圧差∆ ௎ܸି஽は伝搬遅延差߬ௗに対して線形に増加すること
から伝搬遅延差߬ௗと直流電圧差∆ ௎ܸି஽は以下の関係式となる，  
߬ௗ ൌ ௣ܶ∆ ௠ܸ ∙ ∆ ௎ܸି஽ ൫ ௣ܶ ൒ ߬ௗ ൒ െ ௣ܶ൯ ． （3.3）







図 3.13  デジタル位相検出器を用いた伝搬遅延差計測系の基本構成 
（破線部内以外は図 3.9 と同じ） 
図 3.14  デジタル位相検出器の動作原理 
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 迂回光線路に試験光パルスの±1bit 分の範囲の遅延差（試験光パルス幅が 0.8 ns の場合， - 0.8 
~ 0.8 ns）の遅延差を付与して位相検出器を用いて計測を行った．図 3.10 の実験系において，光
電変換後に分岐されたもう一方の現用及び迂回線路信号は，位相検出器（On Semiconductor 社製 
MC100EP40）へ各々入力する．位相検出器の U 及び D 端子から出力される信号はローパスフィ
ルタにて直流成分を抽出される．ローパスフィルタは抵抗とコンデンサからなる簡単な RC ロー
パスフィルタ（RC-LPF）を採用した．RC-LPF の伝達関数|ܪሺ݂ሻ|は次式で定義される， 
|ܪሺ݂ሻ| ൌ 1 ܴܥ⁄ඥሺ1 ܴܥ⁄ ሻଶ ൅ ሺ2ߨ݂ሻଶ ． （3.4）
今回，R=500 Ω, C=100 nF でフィルタを設計した．このときの伝達関数|ܪሺ݂ሻ|の計算値を図 3.15
に示す．図より，1.25 Gbps の ONU 上り信号に含まれる周波数成分（125 ~ 625 MHz）にて> 45 dB
減である．RC-LPF によって抽出された直流成分は垂直分解能 16bit を有する A/D 変換器
（TURTLE 社製：TUSB-0216ADMZ）を用いて 2.5 MHz のサンプリング率にて集録された．集録
時間は 80 ms である．集録された U 及び D の直流電圧信号は PC にて電圧差を計算し，式(3.3)
から伝搬遅延差を測定する． 
 
 迂回光線路に遅延量-0.3もしくは 0.3 nsを付与した時の位相検出器の出力からローパスフィル
タにて直流成分を抽出した結果を図 3.16 に示す．結果から，U 及び D 端子からの直流電圧成分
が良く抽出されているのがわかる．80 ms 間における標準偏差（信頼度 99 %）は< 0.00115 V で
あった．また，伝搬遅延差によって U 及び D 端子からの直流電圧値は変化した．図 3.17 に伝搬
遅延差߬ௗに対する位相検出器出力の直流電圧差∆ ௎ܸି஽のプロットを示す（四角印）．各プロット
には，U 及び D 端子のベース電圧の差や温度変化による電圧変動が生じるため，各プロットに
は補正値 0.00343 V を加えている．図中の実線は，式(3.3)から計算した値である．（ ௣ܶ=0.8 ns，
∆ ௠ܸ=0.247 V として計算）．結果から，直流電圧差∆ ௎ܸି஽は理論通りに線形に変化し，計算値と概








図 3.15  RC ローパスフィルタの伝達関数(RC = 5 x 10-5 s) 
図 3.16  微計測：出力信号の直流成分  










光線路の伝搬遅延量を一致し，恒温槽内部の温度を 0℃～40 ℃まで 1℃ずつ変化させ，通信無
負荷時の位相検出器出力の直流電圧差∆ ௎ܸି஽を測定した．測定結果を図 3.18 に示す．図から 0℃
～40 ℃の範囲では概ね線形に∆ ௎ܸି஽は変換している．伝送速度 1.25 Gbps の通信の場合，二重












 信号位相差から伝搬遅延差を計測する方法は入力パルス信号の±1 bit 分の範囲において測定
可能である．ONU 上り信号を試験光として用いる場合，通信の伝送速度によって計測範囲は変
わる．前目では伝送速度 1.25 Gbps（ ௉ܶ= 0.8 ns．）と設定した理論及び実験結果を示した．本目





 表 3.2 に 125 Mbps の 4B/5B 符号化による NRZI（Non Return to Zero Inversion）変換表を示す．
表から通信無負荷（アイドル）時は 4B/5B された”11111”が NRZI 変換によって”10101”のビット
パターンが伝送機器から光信号として出力される．一方で，通信負荷時のランダム信号は変換表
の網掛け部からわかるように，”1”のビットパターンの内”1”が 2 つもしくは 3 つ連続される割合
は 16/23 である．したがって，ランダム時はおよそ 7 割の”1”の信号パターンは”11”もしくは”111”
として連続出力され，試験光のパルス幅は 16 ns から 24 ns とみなされる．パルス幅を 2 倍とし
た場合，位相検出器の出力信号のデューティ比も 2 倍となり，位相検出器出力の直流成分はアイ
ドル時より半減する．したがって，通信負荷時の PFD 出力の直流電圧差∆ ௎ܸି஽の最大値∆ ௠ܸは負
荷率によって可変し， 
∆ ௠ܸ ൌ ሺ1 െ ߙሻ∆ ௠ܸ,଴ ൅ ߙ ቆሺ1 െ ߚሻ∆ ௠ܸ,଴ ൅ 12ߚ∆ ௠ܸ,଴ቇ	








表 3.2  4B/5B 符号化された信号の NRZI 変換表 
4 B → 1 1 1 1 1 1 1 0 アイドル（無負荷）
5 B → 1 1 1 0 1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 1
NRZI → 1 0 1 1 0 1 0 1 1 1 1 0 1 0 1
0 0 1 0 0 0 0 1
1 0 1 0 0 0 1 0 0 1
1 1 0 0 0 0 1 1 1 0
1 0 0 1 1 0 0 0
1 0 0 1 1 1 0 0 1 0
1 1 1 0 1 1 1 1 0 0
1 1 0 1 0 1 1 0
1 1 0 1 1 0 1 1 1 0
1 0 0 1 0 0 1 0 1 1
0 0 0 0 0 1 0 0
1 1 1 1 0 0 1 0 1 0
1 0 1 0 0 0 1 1 0 0
0 1 1 1 1 0 1 1
0 1 1 1 1 1 0 1 1 1
0 1 0 1 0 1 1 0 1 0
0 0 1 1 0 1 0 1
1 0 1 0 1 0 1 0 1 1
1 1 0 0 1 0 1 1 0 1
1 0 1 0 1 1 0 0
1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
1 1 0 1 1 1 0 0 1 1
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 図 3.19 に通信負荷時の 125 Mbps の ONU 上り信号を入力した位相検出器出力を示す．信号符
号化により，通信負荷時のパルス幅は 2 倍とみなされ，通信負荷時の位相検出器出力のデューテ
ィー比は通信無負荷時の 2 倍を示した．次に，図 3.20 に伝送速度が 125 Mbps（パルス幅: 8 ns）
の ONU 上り信号を試験光として用いた場合の伝搬遅延差߬ௗに対する位相検出器出力の直流電圧
差∆ ௎ܸି஽のプロットを示す．測定は，伝搬遅延差を-8 ns から 8 ns から 0.4 ns 毎に可変して付与し
た．また，TestCenter にて通信負荷率を 20%, 40%, 60%, 80%, 100%に可変して PFD 出力の直流
電圧差∆ ௎ܸି஽を測定した．送信フレームサイズは 1518 バイトの固定長である．各負荷率毎に߬ௗ=0
の時に∆ ௎ܸି஽=0 となるように補正した．測定結果から，負荷率によって信号パターンにランダム
成分が増加することでグラフの傾きは小さくなっていることがわかる．図中の実線は∆ ௠ܸ,଴を













図 3.20  125Mbps 符号化信号（4B/5B, NRZI 変換）を入力した位相検出器 
の出力直流成分∆ ௎ܸି஽の通信負荷率依存性 ௉ܶ= 8 ns． 


























w/ communication load w/o communication load 
32 ns 16 ns
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号（アイドル信号）が ONU から送出される．この時は，OLT の保守機能（Ethernet OAM）を用
いて特定のランダムパターンを含む信号（保守フレーム）を ONU から送出する．官公庁や法人




の ONU 上り信号が 8B/10B 変換されている場合，0 と 1 の最大連続個数が 5 個のため[19]，最小
信号周波数は 125 MHz (250 Mbps)となる（125 Mbps の場合は表 3.2 に記載の通り，3 個以下のた
























が 1 bit 以内の場合，位相検出器を用いて信号位相差から高精度に遅延差を計測できる． 
 
 図 3.8 の相関解析に用いた部分を修正した実験系を図 3.21 に示す．修正部分は A/D 変換器と
比較器及び S/P 変換器との交換（網掛け部分）である．SFP にて光電変換された現用及び迂回線
路信号は FPGA（XILINX 社製 XC7K70T-1FBG676C, size:27 x 27 mm）にて”0”と”1”のデジタ
ルデータとしてシリアル-パラレル変換（S/P）され並列演算処理にて解析される． FPGA にて
相関解析を行い，現用及び迂回線路信号のデジタルパターンの相関がある時の遅延時間を伝搬遅
延差として値を PC に表示する．次に，計測誤差について述べる．FPGA 内のパラレルデータが
非同期であるため信号集録のタイミングがずれて最大 1 クロック分（16 ns）の計測誤差が生じ
る（図 3.22）．このクロックズレは ONU 信号が符号化されていることを利用し，現用及び迂回
線路信号の和信号の復号可否によって補正する（図 3.23）．現用及び迂回線路信号のクロック信
号の位相差を一致させ，和信号が復号化できればパラレルデータの信号は同期しているとみなす
ことができる．これにより，計測分解能は 1 bit となる． 
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図 3.22  クロック非同期による bit ズレ 










 現用または迂回光線路に光ファイバにて0, 16, 32 cmと5, 10, 20 km相当の遅延量を付与して測
定した．付与した光ファイバは OTDR や C-OFDR にて遅延量を測定した（表 3.3 上段 A ~ F）．
図 3.24 に FPGA のデジタルデータを抽出し（250 kbit），CPU（Intel Core i7-3770）で相関を計算
した結果を示す．付与した光ファイバ遅延量それぞれに対する相関係数= 1 の遅延時間から現
用光線路に対する迂回光線路の伝搬遅延差が求まる．このとき演算処理に最大 230 s 要した．同
様の計算を FPGA 内にて並列演算処理した場合，演算処理時間は < 10 s である．この計測結果
（表 3.3 下段）と付与した光ファイバ遅延量（表 3.3 上段）との乖離は計測分解能以下であるこ




表 3.3  付与した遅延量と測定結果の比較 
A B C D E F
光ファイバ遅延量
[ns] 0 0.75 1.51 24691.03 49362.56 98552.63
測定結果 [ns]
(FPGAの計算時間: <10 s)
0 0.8 1.6 24691.2 49363.2 98552.0












波長 1.31,1.49,1.55,1.65 m 
伝送速度 1.25 Gbps, 125 Mbps 
最大延伸量 100 s 以上 





項目 仕様 備考 
波長 1.31,1.65 m 受光のみ 
伝送速度 1.25 Gbps, 125 Mbps  
遅延範囲 100 s 以上  
計測分解能 < 10 ps 相関法＋位相検出法 
計測精度 < 100 ps  
制御方式 ＰＣ  
 
 装置サイズは遅延量調整の方式によってサイズは変化し，光電変換方式に変わることで現実的
な装置サイズに近づいた．試作した BDL 型光電変換方式の装置サイズは 14 L であり， EDL 型
光電変換方式の装置サイズ 186 L と比較して約 90 %のダウンサイジングを達成した．これは多
くの EDL 素子を FPGA へ置換し，電気部品を基盤化することで実現した．これにより，作業者
一人で作業が可能となり実用性が格段に向上した． 
 


































図 3.29  GUI 画面（4/5） 
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～（11）で進められる．（図 3.32, 図 3.33）．  
 
初期状態 
 OLT (Optical Line Terminal)と ONU (Optical Network Unit)を現用光線路に接続して通信を行っ
ている状態を初期状態とする．OLT 信号の波長を λdown，ONU 信号の波長を λupとする．予め，
光線路の加入者側に光カプラを設置する．通信局内側の光カプラは局内の試験光入力用光カプラ
を用いる．OLT 及び ONU の前段には試験光遮断フィルタが設置されている． 
 














手順 3: 迂回光線路の確認及び線路長測定 
 手順 2 と同様に迂回光線路の心線対照試験及び線路長測定を行う． 
 











乖離が生じる．この乖離は手順 2, 3 で測定した現用及び迂回光線路の線路長と信号波長から校正
値を計算し補正する．現用光線路の切断後，迂回光線路を伝搬する信号を用いて通信を行う． 
 
手順 6: 新設光線路の接続及び線路長測定，WCAF 接続 
 現用光線路の切断間に新設光線路を構築し，線路長を測定する．切断箇所にテープ光ファイバ
にて接続を可能とし，信号の波長を試験光波長に変換する波長変換アクティブフィルタ（WCAF: 
Wavelength Conversion Active Filter）（図 3.34）を設置する． 
 
手順 7:  二重化光線路の遅延差計測及び迂回光線路の遅延量調整 
 手順 4 と同様に，迂回及び新設光線路の伝搬遅延差を計測し，新設光線路と同じ伝搬遅延時間
となるように迂回光線路の遅延量を調整する．このとき，計測した伝搬遅延差の値から予め測定
しておいた WCAF の固定遅延量及び手順 6 にて測定した線路長から算出した波長シフト分の校
正値を除いた値を調整する． 
 




手順 9: 正常性確認試験 
 新設光線路を伝搬し，OLT 及び ONU へ受光する光信号を所内及び所外の光カプラを介してモ
ニタリングし，受光レベル差が正常であることを確認する．  
 




































































図 3.37  作業手順フロー（2/3） 
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一時的にリングメモリバッファへ信号を保管することで約 487 m/s の調整速度と光路長 20 km
分の遅延量調整範囲を実現した．リングメモリバッファ後段に CDR（Clock Data Recovery）
にて品質回復することで BDLs を中継した信号と BDLs を中継しないリファレンス信号と比較





光ファイバ 20 km 分の伝搬遅延差を 0.8 ns(光路長に換算すると 16 cm)分解能で計測した．微計
測は，現用と迂回線路信号の位相差を検出することで計測範囲は試験光信号のパルス幅以内と限
定されるが約 3.7 ps（約 0.74 mm）の高分解能で伝搬遅延差を計測できることを示した．計測
に用いる試験光はサービス加入者宅内に設置している伝送装置である ONU(Optical Network 
Unit)の光信号を作業性・光損失量の観点から採用した．粗計測及び微計測の両手法を併用して
伝搬遅延差を計測することで 1.25 Gbps の専用線光サービスの光ケーブル切替工事の無瞬断化
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可能となる．以下に偏光強度 I を求める計算式を示す． 
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   lII   2sin22sin0  ， （4.1）










Cτ fbend  ． （4.3）
但し，ߚ：複屈折率 [rad/m]，ܫ଴：入射強度 [dBm]，ߠ：入射角 [rad]，݈：光ファイバ長 [m]，：測定波
長 [m]，ܥ௕：光弾性係数 [m2/N]，：応力 [N]，d：クラッド径 [m]，ܥ௙：光ファイバ特性定数（4.39 x 105 
rad/m）[1]，D：曲げ直径 [m]． 
 
 I は長手方向の散乱光パワーで，݈ ൌ గఉの周期で強度は変化する．ߚは曲げ応力߬௕௘௡ௗによって決
定され，曲げ直径 D が小さいと複屈折率が大きくなり偏光強度の周期が短くなる． 
 
 次に，SMF および HAF（Hole Assisted Fiber）についての曲げ径による偏光強度の周期性を確
認し，理論値と比較した．本測定で用いた実験系を図 4.1 に示す．実験はレーザ波長を掃引する
ことで長手方向の散乱光強度を検出する C-OFDR（Coherent - Optical Frequency Domain 
Reflectometry）に SMFもしくはHAFを直径 20から 60 mmに可変して曲げ部を付与した．C-OFDR
測定器内部で偏波スプリッタにより散乱光を S 波と P 波に分離してそれぞれ測定した．距離分
解能は 0.1 mm である．直径 30 mm の曲げ部を測定した結果を図 4.2 に示す．測定結果から，
C-OFDR 波形で曲げ付与部の周期的な偏光強度変化を観測した．SMF と HAF の偏光強度変化周
期はそれぞれ 0.386 m，0.373 m とほぼ等しいことを確認した．次に，偏光強度変化周期と曲げ
直径の関係を測定し（図 4.3），実験値と理論値がほぼ一致することを確認した．したがって，偏
光強度変化周期を測定することで光ファイバ収容状態をセンチオーダーの精度で検出が可能と










図 4.1  偏光強度測定系 
図 4.2  曲げ箇所（直径 30 mm）における OFDR 測定結果 
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す．ラマン散乱光は 50 nm のスペクトル幅，入射光に対して約 100 nm（1.5 THz）の周波数変化
を伴い，レイリー散乱光に対して 30 dB 程微弱な信号である．ラマン散乱光は温度によって散乱
光強度が変化する特徴を持つため，光ファイバをセンサとした温度分布計測に用いられる[3]．
また，ブリルアン散乱は入射光に対して 50 MHz のスペクトル幅，0.1 nm（10 GHz）の周波数変
化を伴い，レイリー散乱光に対して 15 dB 程微弱な光強度の散乱光であり，温度・歪みに依存し
て散乱光周波数シフトが変換することを利用して同じく温度分布計測に用いられる[4]．ここで
は，光ファイバ中の温度変化をリアルタイム検出する方法として，ブリルアン散乱光の周波数シ
フト(Brillouin Frequency Shift : BFS)を用いて温度変化を測定する． 
 温度 T に対するブリルアン周波数シフトの変化の計算式を次式に表す[5]， 
][08.1/][ MHzT 　　度   ． （4.4）
 敷設環境に対する温度変化を計測するため図 4.5 の実験系により 8 月～1 月の 1 時間ごとのブ
リルアン周波数シフトを測定した．実験は光ケーブル長手方向のブリルアン散乱光を測定する
BOTDR（Brillouin OTDR）に地下光ケーブルと架空光ケーブルを含む光線路を接続し，パルス幅
100 ns の試験光を用いた．図 4.6 に光ケーブル長手方向の温度変化を測定した BOTDR 結果の時
間経過を示す．400 m までの地下ケーブルでは温度変化は小さく，ほぼ一定の温度で推移してい




































図 4.5  温度変化測定系 










































図 4.8  光ケーブル温度変化の変化幅分布 
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ン散乱の周波数シフト変化による歪検出が最小分解能 1 m であるという報告が以前にされてい
る[4]．ここで，あらかじめマーカ間の距離と BFS を充分に設計すれば，SMF からのブリルアン
散乱光と分離することで，1 m 以下の光位置マーカであっても有無を検出することが可能である． 
 
 実験系を図 4.9 に示す．試験光は 1.65 m レーザを用いた．光ファイバケーブルは SMF（BFS：
10.180 GHz）と光位置マーカ（BFS：9.735 GHz）を用い，20 m の SMF の間に 200，100，50，
25，12，8.5，5.5 cm の光位置マーカを挟みこみ光ファイバ遠端は終端処理を行った． 
 図 4.10 に，従来の OTDR によりパルス幅 20 ns，平均化回数 216で測定した結果を示す．1.1 km
先に融着接点による損失が発生しているが，遠端以外での反射は見られない．図 4.11 に同線路
を B-OTDR で測定し，BFS=9.735 GHz の後方散乱光を抽出した波形を示す．測定条件はパルス










nPPl log50  ， （4.5）
と表せる．ここで，Pl =ブリルアン散乱光強度 [dBm]，P0 =l  c/n・pw での散乱光強度 [dBm]，









図 4.9  光位置マーカの実験系 




図 4.11  光位置マーカを含むファイバ系の BOTDR 測定結果 




































 4.2 および 4.3 に示した光設備識別技術によって識別した光設備を，ユーザに高度なスキルを
要求することなく効果的に伝える手段として，市販 GIS（Geographic Information System：地理情
報システム）ソフトを用いた光設備の地図表示技術[7]を応用する．図 4.12 には従来法である


























図 4.12  従来の光設備マップイメージ 
（OTDR 波形と座標情報（設備 DB）を突合） 
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設備情報を修正する「光計測を用いた光設備 DB の正確化」を光計測の観点から課題形成した． 
 




















レンス度が評価できる．DSB 変調器は SSB 変調器より挿入損失値が低減され，光増幅器の適用
無しでより簡易な系にて kHz レーザの評価が可能となった．加えて，kHz 線幅レーザのコヒー
レンス度評価では光増幅器の影響は重大ではないことが明らかになった． 











的にリングメモリバッファへ信号を保管することで約 487 m/s の調整速度と光路長 20 km 分の
遅延量調整範囲を実現した．リングメモリバッファ後段に CDR(Clock Data Recovery)にて品質
回復することで BDLs を中継した信号と BDLs を中継しないリファレンス信号と比較してビッ




光ファイバ 20 km 分の伝搬遅延差を 0.8 ns(光路長に換算すると 16 cm)分解能で計測した．微計
測は，現用と迂回線路信号の位相差を検出することで計測範囲は試験光信号のパルス幅以内と限
定されるが約 3.7 ps（約 0.74 mm）の高分解能で伝搬遅延差を計測できることを示した．計測
に用いる試験光はサービス加入者宅内に設置している伝送装置である ONU の光信号を作業
性・光損失量の観点から採用した．粗計測及び微計測の両手法を併用して伝搬遅延差を計測する
ことで 1.25 Gbps の専用線光サービスの光ケーブル切替工事の無瞬断化で許容される遅延量
100 ps (2 cm)以内に現用及び迂回光線路の伝搬遅延差を正確に調整できることを示した． 
 また，事業導入を見据えた運用方式の確立を目指し，要素技術を集約し筐体化の試作を実施し





















































 光計測を用いた光設備 DB の正確化を達成するために，偏光強度変化周期の高感度検出法およ
び設備毎の温度変化の詳細な解析が必要である．また，光ファイバ曲げ部の歪み箇所の特徴点検
出および原理確認によりケーブル種別の特定や管路，マンホールなどの識別可能設備を拡張する．
測定器は C-OFDR が有望と考えており，C-OFDR の長距離測定及び温度・歪みの区別が望まれ
る．また，多くの光学的特徴点を収集することで設備識別の精度を向上させる．さらに，光設備
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